
農村振興推進政策の過程及び農村振興現状に関する研究 

―中国青海省の農村を対象として― 

7.都市計画－2.制度と行政 都市計画 

農村建設 振興政策 景観形成 

1 研究の背景と目的       

日本や中国をはじめとした東アジア諸国では，急激

な経済発展を背景とした都市化や工業化により，都市

への人口集中や周辺地域の開発が加速してきた。この

ような状況下で，地域の風土を活かした生活・生業に

より形成された風景（文化的景観‐多くは農村地域に

存在）は急速に失われ，現存している風景も存続の危

機に瀕している。特に中国では，2006年に「社会主義

新農村建設注１）」が始まり，現代型農業への展開やイン

フラ整備が加速し，地域の風土や生活に密接している

文化的景観の維持や保全に大きな影を落としている。

一方，都市と農村の格差改善のため，2008年1月には 

【城郷計画法】（都市農村計画法）が施行された。この

法により，地域の文化や歴史を考慮しながら，両者を

一体的に捉えた地域計画の策定が進められつつある。 

また，中国は約13億の人口，56民族，多種多様な

風土特性を有しているが，農村建設においては，以前

の日本が 1960年からかけてきた過程を，たった10年

のうちに急速に経験している。このような文化・習俗

や風土が多様ななか，急速に発展してきた中国におけ

る文化的景観の形成及び保全プロセスを明らかにする

ことは，日中両国の文化的景観保全と農村地域振興の

一助になると考えられる。 

 そこで本研究では，まず中国の農村振興政策の発展

過程を明らかにする。さらに，地形や民族，文化が多

様な中国青海省の農村を対象に，各農村の政策や景観

などの現状を確認することより，農村の地域振興の実

態を明らかにすることを目的としている。 

2 研究の方法  

まず中国の近代農村振興・発展に関する文献を収集

し，関連政策を整理することにより，農村における振

興政策の過程を明らかにする。さらに，中国青海省の

歴史背景や人口規模，基幹産業などの形態の異なる農

村における「村民委員会注2）」へのヒアリング調査に基

づいて，農村の政策や景観の現状を確認することによ

り，地域振興実態を明らかにする。 

3 中国の農村振興政策  

中国の近代農村振興状況を把握するため，新中国注3）

が設立後の全国的な農村振興に関する論文や書籍を収

集した 1〜7）。それらの参考文献から，中国の農村振興

に関する政策を全て抽出し「土地所有権」，「建設」，「産

業振興」，「景観形成・保全」に分けて整理した（表１）。

また，それらの政策を，当時の中国の農村振興として

取り組まれている施策の傾向から，3段階に分けるこ

とができた。以下にその３つの段階を考察する。 

第一段階【衣食問題の困迷段階】 

■土地所有権 新中国設立直後，衣食問題の対応策と

して，1950年に土地の所有権の改革運動「土地改革運

動（第1回）」が行われた。それにより，土地の所有権

が農民個人に移譲変更され，2000年の歴史にわたる

「封建土地所有制注4）」が廃棄された。続いて，1953

年に「土地改革運動（第2回）」が行われ，「農業協同

組合」を設立し，土地は個人所有であっても，共同生

産による社会主義制度を反映しようとした。また，1958

年に，穀物の生産力の向上及び国の土地の支配力を強

化するため，「土地改革運動（第 3回）」を行い，土地

は公社（集団）所有に変更された。この土地政策は1978

年まで続いた。 

■建設と産業振興 農業を主産業としている当時の中

国では，1956年に「農村発展要綱」が実施され，農村

生産や基盤整備，公共施設などの将来12年間における

農村の発展方針や建設目標が示されている。その目標

を迅速に実現するため，農業の大規模生産が必要とさ

れ，1958年に「農民公社運動注5）」が行われた。 

しかし，各公社は互いに生産成果を競い，建設功績

に注力し，農業生産が疎かになった 2）。そのため，1978
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年に「農村公社」制度の廃止までは，中国の農民が塗

炭の苦しみの中にあった。 

ゆえに，1950年から約30年間の農村建設は【衣食

問題の迷困段階】であると考えることができる。 

第二段階【農業生産成長段階】 

■土地所有権 「農民公社運動」の失敗に伴い，1979

年に「土地改革運動（第4回）」が行われ，土地は国所

有の「農家請負制注6）」に変更されたことにより，農民

の生産の積極性を高めた。さらに，2002年に農民の土

地使用権利が法律により30年間に確保された。 

■建設と産業振興 1994年に実施された「国家八七助

貧計画」を始め，農村に対する基盤整備や教育，産業

などの総合的な援助が行われた。産業振興においては，

「農家請負制」とともに，農業の多種経営や農産品価

額調整などの産業振興政策が実施された。そのうち，

1985年に農産物は「国統一の買い付けから契約購入」

に変更され，郷鎮企業注7）の運営環境が整備された。 

ゆえに，1979年から2004の間は【農業生産成長段

階】であると考えることができる。 

第三段階【農村多機能発展段階】 

■土地所有権 農民の収入を高めるため，2008年に「土

地改革運動（第 5回）」が行われ，農民に土地の賃貸権

を与え，農民の土地使用権における自由度を高めた。 

 

■建設と産業振興 2006 年に「社会主義新農村建設」

が展開され，農村総合生産力向上や農民収入の持続的 

増加，農村のインフラの完備を目標に，各種の政策対

応が求められることになった。まず2006年に「中華人

民共和国農業税条例」が廃止され，2000年間にわたる

伝統的な税金制度が廃止された。さらに，「農村義務教

育保障制度」や「最低生活保障制度」，「農業補助制度」

などの生活・生業に関わる保障政策が実施された。 

 一方，2008年に【城郷計画法】が施行された。この

法により，都市と農村における合理的な空間配置と開

発，土地資源の有効利用，さらに地域文化や歴史を考

慮しながら，都市と農村の両者を一体的に捉えた地域

計画の策定が進められている。 

■景観形成・保全 2007年に【中国文物保護法】が修

正され，中国全範囲に古村落の保護が行われ，貴重な

文化的景観の保全も進められている。さらに「歴史文

化名城・鎮・村保護条例」，「全国特色景観観光名鎮・

村制度」の設立は，文化的景観の保全を図りながら，

地域活性化にも繋げようとしている。その他，「社会主

義新農村建設」や【城郷計画法】でも農村景観形成に

おける指摘が確認された。 

 ゆえに，2005年以降は【農村多機能発展段階】であ

ると考えることができる。 

4 中国青海省農村振興政策と景観形成の取組み表1 中国における農村振興政策の過程 

図1 青海省基本情報と地図及びイメージ写真 

下塞什堂村 
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4-1 青海省について 

青海省は中国の西部に位置しており，チベット自治 

区や新疆ウイグル自治区，甘粛自治区，四川省に隣接

し，黄河，長江の水源地帯となっている（図１）。青海

省は高原地区であり，省都である西寧市の平均海抜は

2300mである。また，43民族が青海省に定住しており，

信教が主にチベット仏教，イスラム教，キリスト教の

3 つある。このように，地形や民族，文化の多様性の

ある青海省を対象として，同省で取り組まれている農

業振興政策や景観形成の取組みについて，7 村の「村

民委員会」にヒアリング調査を行った。 

4–2 農村の振興政策と景観形成の取組み 

 中国において，【農村多機能発展段階】の展開以来，

村内で行われた又は行われている行政の振興事業を

「産業振興」，「基盤・景観整備」，「景観ルール」に            

 

分けて確認した（表2）。 

対象である7村の民族は「サーラル族」，「チベット

族」，「漢族」により構成されている。農村形態注8）は

村の歴史背景に基づき「歴史文化村落」，「一般伝統村

落」，「一般村落」，「移住村落」の 4種類に分類するこ

とができる。また，各村の基幹産業は「放牧」，「観光」，

「農業」の3種類がある。振興政策については，村①

〜⑥は「美麗郷村建設」，「党政軍企共建示範村」，「中

国特色景観観光名村」の3つの振興事業により，村計

画を行い，「産業振興」，「基盤・景観整備」，「景観ルー

ル」を総合的に考慮し，村建設が行われている。その

うち，「放牧」を基幹産業としている「一般伝統村落」

である①の収入が最も高く，年間「165,000円/人」で

ある。次いで，「観光」を基幹産業としている「歴史文

化村落」である②と「移住村落」である③の収入は年

表2 調査対象村の振興政策情況 

図2 前溝村における振興政策に関連主体とその役割 
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間「150,000円/人」と高い。また，「基盤・景観」整備

のみが行われた「一般村落」である⑦の収入が最も低

く，年間「3,500円/人」である。このことから，「基盤・

景観整備」といった【ハード整備】の他，産業振興な

どの【ソフト整備】は農村振興においても必要である

と考えられる。また，近年中国における農村の振興特

徴としては，【ハード整備＋ソフト整備】の形式である

こともわかった。 

4–3 振興政策に関連主体とその役割 

 対象である７村のうち，「一般村落」であり，一次産

業は「農業」を基幹産業としている村④を事例に，そ

れらの振興政策を実行していくにあたり，主要である

関連主体とその役割を明らかにする（図2）。  

【④前溝村】 2013年に「村民委員会」と「農民」の

合意形成により，「美麗郷村建設」への申請を立ち上げ，

「湟源県高原美麗郷村建設指導小組事務室」にその意

思を報告した。そして，事業申請については, 湟源県注

10)が農村建設に参加意欲の強い村をサポートし，青海

省へ推薦した。省は次年度の「美麗郷村建設」実施計

画により，事業実施村が確定された。 

村④では2014年に「美麗郷村建設」が行われ，村の

現状や風土特徴などを考慮しながら，村計画を策定し

た。同時にインフラ整備や環境総合整備，住宅保障建

設，産業振興工事などは，「湟源県高原美麗郷村建設指

導小組事務室」の主導のもと，工事を各行政機関に担

当させ，進められている。 

また，「危房注11)改修と新住房奨励政策」は「美麗郷

村建設」の展開と共に実行されている。まず「農民」

自身から申請し，「村民委員会」がそれらの申請者の生

活現状を調査した後，県に推薦する。県が最終補助世

代を確定し，補助金額を確保した後，「美麗郷村建設」

の補助金と合わせ，村全体の工事を進める。 

 産業振興においては，2013年に「村民委員会」と民

営企業「青海ラズベーリー農業産業有限会社」が連携

し，「レジャー農業観光園区」が設置され，ラズベーリ

ーの生産を地域ブランドとし，農業生産と観光の一体

的産業構造の形成を目指している。「レジャー農業観光

園区」は農民から土地を借り，また農民を雇用するこ

とにより，農民の収入を高めている。 

以上のことより，中国の農村発展は国が主導である

が，各振興事業の申請や実施にあたって，農民自治の

「村民委員会」が重要なポジションを担っており，農

村建設における農民意向への配慮が重視されているこ

とがわかった。また，産業振興において，一次産業の

穀物など生産は，加工業やレジャー観光のような，2・

3次産業と組み合わせ産業振興が図られていることが

わかった。 

5 総括と課題  

本研究では，中国の近代農村振興・発展に関する年表

を作成し，農村における振興政策の過程を明らかにした。

中国の農村振興は【衣食問題の困迷段階】，【農業生産成

長段階】，【農村多機能発展段階】の 3段階に分類するこ

とができた。特に，「景観形成・保全」に関する政策は，

2006年以降の【農村多機能発展段階】において，重視

されるようになってきたことがわかった。また，中国の

青海省における農村振興や景観形成政策についてのヒ

アリング調査により，農村振興の特徴は【ハード整備＋

ソフト整備】の形式であることがわかった。さらに，振

興政策に関連主体の役割を確認することにより，中国の

農村発展は国が主導である一方，「村民委員会」により，

農民意向にも配慮されていることがわかった。また，産

業振興が単一の産業構造から，多機能発展するように工

夫していることもわかった。 
【補注】 

注1) 社会主義新農村建設：2006年，中国国務院常務会議による，「全面推進社会主義新農村建設的若干意見」

が採択され，都市と農村の格差向けてインフラ整備の重点を農村に移し，都市の公共サービスを農村ま

で拡大する。また，農民の負担軽減や義務教育の普及，環境整備などにも積極的に投入する。 

注2) 村民委員会：農村に設けられた大衆的自治組織，郷鎮の指導下には村の公共公益事業，治安維持，村民

紛争の調停などを行い，村民の選挙によって村長や委員を選出する。 

注3) 新中国：1949年10月１日に共産党は中華人民共和国を設立した。 

注4) 封建土地所有制：封建社会の基礎にある土地所有の形態である。封建領主が土地を所有，農民が農奴と

して土地に縛り付けられる。 

注5) 農民公社運動：一郷一社の規模を基本単位とし，末端行政機関である同時に集団所有制の下に，工業，

農業，商業などの経済活動のみならず，教育，文化さらに軍事の機能を営んだ。すなわち，従来の権利

機構（郷人民政府と郷人民代表大会）と「合作社」を一体化した「政社合一」の組織であった。 

注6) 農家請負制：農村企業の総称。中国では人民公社解体後，公社が経営していた社隊企業は，中国農村の

末端行政単位である郷（村）や鎮（町）が経営する集団所有の企業のことである。 

注7) 郷鎮企業：農村企業の総称。中国では人民公社解体後，公社が経営していた社隊企業は，中国農村の末

端行政単位である郷（村）や鎮（町）が経営する集団所有の企業のことである。 

注8) 農村形態は以下の４種類に定義する。 

歴史文化村落：第2次世界戦争以前も形成され，歴史建築景観や伝統文化が持つ村落のこと。 

 一般伝統村落：落1970年代（文化大革命）以前の歴史建築或は景観を持つ村落，非歴史文化村落のこと。 

 一般村落：近代に形成された，非伝統村落のこと。 

  移住村落：2006年に「社会主義新農村建設」の展開以来，農村地域の生活環境を改善するため，山の奥 

   にある交通不便，分散居住している村落を交通の便利地域に集中移住させること。 

注9) 党政軍企共建示範村：青海省委組織部を表に立って，369 共産党機関，96 国有企業機関，194 非公有企

業，20軍隊機関，4高等学校の恊働参加，全省の306村で行われた農村建設活動。 

注10) 県：中国の第三層の行政単位である。日本の県より，郡に近い。 

注11) 危房：危険な住宅のこと。 
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